連合政策ニュースレター第18号
(１)新システムの残された論点と課題

　事務局が「中間とりまとめ」で残された課題を提示。今後本ワーキングとして検討を進め、年末までに成案をとりまとめることを確認した。

＜新システムの残された論点と課題＞ 

費用負担・・・国、都道府県、市町村、事業主、利用者負担のあり方など 

国の所管のあり方・・・「子ども家庭省（仮称）」の創設 

ワークライフバランス・・・新システムにおけるＷＬＢのあり方など 

国の基準と地方裁量・・・国による指定・認可基準と地方裁量、指定・認可の主体、事業計画のあり方など 

その他・・・「子ども・子育て会議（仮称）」のあり方、イコールフッティングなど

(２)事業計画等について

　「新システム」は、市町村が、地域の子ども・子育ての需要量を把握した上で「新システム事業計画」を策定し、当該計画に基づき事業等を計画的に実施する仕組みである。この「事業計画」の必須記載事項を需要量のみとするか、需要量の他にも需要量を満たすための供給方策も必須記載事項とするかが議論の対象となった。本論点に関しては、中島委員を含むほぼ全ての委員が供給方策まで記載すべきと主張。その根拠として、需要量の記載だけでは実効性が担保できない点や、計画実施に必要な費用を交付する「子ども・子育て包括交付金（仮称）」との整合性を指摘する意見が多くあがった。

　また、国と同様に地方にも「子ども・子育て会議（仮称）」を設置するかも議論。本論点も圧倒的多数の委員が、地方への必置を主張。中島委員も必置すべきとした上で、「利用者本位のシステムを実現するためには、子ども・子育て会議が新システム事業計画の策定委員会としての機能を合わせ持つことが望ましい」と地方版「子ども・子育て会議（仮称）」の機能と権能の明確化を主張した。

(３)指定・認可・監督の主体について

　現行の保育所と幼稚園の設置認可主体は都道府県が担っているが、保育所には大都市特例が認められている。こうした点を踏まえ、新たな「こども園（仮称）」の指定・監督等の主体について、都道府県を基本としつつも大都市特例を設けるか、あるいは市町村にまで委ねるかについて議論を行った。

　中島委員は、指導監督をはじめとした社会的規制機能を市町村が十分に発揮するためにも、指定等の主体は市町村が担うべきと主張。他の委員からも「都道府県に限定する必要はない」（坂崎委員・日保協）、「都市自治体に委ねるべき」（倉田委員・全国市長会）等の声が上がった。一方で、渡邉委員（全国町村会）からは権限委譲された際の町村事務を懸念する声が上がったが、中島委員は、「実施主体が権能を持って関与することは不可欠。現に介護保険における地域密着型サービス等、指定主体としての実績がある」と反論した。

(４)国が定める基準と地方裁量について

　８月に交付された第２次地域主権一括法では、幼稚園などの学校施設、保育所などの児童福祉施設に関する基準は、職員配置や居室面積等の「質の確保」に必要不可欠な基準は全国一律とし、それ以外は地方裁量を活かすものとして整理された。これを受け、事務局からは、新たな「こども園（仮称）」の指定基準等について、地方分権の議論と整合性を保つ整理を基礎として検討する方向性が示された。

　一部の委員からはより柔軟な基準の設定の必要性の声が上がったが、複数の委員が質の担保に必要な基準は全国一律とすべきと主張。中島委員も「とりわけ子どもの生命や安全を担保するために必要な職員配置基準等は、客観的かつ全国一律の基準として定めるべき」と主張した。

　なお、基準の水準自体は、今後の検討課題として整理された。

(５)小規模保育サービスについて

　「新システム」では、新たに「地域型保育給付（仮称）」を設定し、現在は規模要件を満たさないために認可外サービスとなっている小規模保育、家庭的保育等を給付対象とし、計画的な整備を行うこととしている。こうした仕組みについて、改めて意見交換が行われた。

　「地域型保育給付（仮称）」の設定については、中島委員を含む多くの委員が前向きに評価した。特に地方団体代表委員からは、都市部の待機児童問題や子ども過疎地域での保育サービスの整備に期待できるとの声が上がった。

　次回は11月24日に開催予定。

